
　　【ニュース概略】「拘置所条例」は２月 15 日に国務
院第 192 次常務会議で審議・通過され、４月１日から
施行の運びとなっている。（「鳳凰網」2012 年３月３日）

　中国にも日本同様、法律に違反した人に対して、一定の
期間身柄を拘束する制度があります。しかし、中国の場合
には、身柄を拘束する法制度自体が日本より複雑で、適用
範囲も広く、罰則を受けやすいという特徴があります。中
国ビジネスに携わる方は、中国における身柄拘束制度に対
する理解を深め、不測の事態に備えて「理論武装」できる
よう覚えていただいたほうが、得策と思います。
　まず、中国では身柄を拘束される事由は（１）刑事罰と
しての身柄拘束（２）刑事事件の容疑者としての身柄拘束
（３）行政処分としての身柄拘束（４）行政強制措置として
の身柄拘束（５）司法措置としての身柄拘束（６）その他
の種類の身柄拘束――の６つとなります。
　まず、「（１）刑事罰としての身柄拘束」ですが、中国で
は「拘役」と呼ばれ、日本の「拘留」と似ています。刑法
によりますと、拘役は有期懲役より軽微な刑事罰として、
期間が１カ月以上６カ月以下とされています。また、毎月
１～２日の休暇を取り、家に帰ることも認められているた
め、有期懲役における身柄の拘束よりも緩やかであると言
えます。
　「（２）刑事事件の容疑者としての身柄拘束」は、中国で
「刑事拘留」と「逮捕」の２つに分けられています。刑事拘
留は、正式に逮捕手続きが履行される前に、逮捕状による
逮捕の要件としての嫌疑よりも強い嫌疑がある被疑者に対
して実施されるものですが、日本の「勾留」と類似してい
る部分があります。刑事拘留の期間は一般的に最長 14 日と
されています。
　「（３）行政処分としての身柄拘束」は、中国で「治安拘
留」または「行政拘留」を指し、治安管理処罰法を違反し
た違法者に対して、実施される行政処分の一つです。同法
によりますと、例えば刑事罰を与える基準を満たさない集
団的な殴り合い行為や小額の窃盗行為、売買春行為などに
対して、行政拘留処分を与えることが可能とされています。
行政拘留は通常、15 日を越えませんが、２つ以上の違法行
為が重なる場合には、最大 20 日の行政拘留処分を与えるこ
とができるとされています。ちなみに、治安管理違法行為
を行った外国人に対しては、行政拘留措置を与えた後に、
さらに強制送還措置が取られる可能性があります。
　「（４）行政強制措置としての身柄拘束」は、「行政拘留」
と同じく、行政機関に行われた強制措置ですが、違法行為

が確定されていないものの、違法行為をする可能性が高く、
さらに一定の調査を行う必要のある対象者に実施される措
置の一つです。例えば、「外国人入国・出国管理法」により
ますと、不法入国または不法滞在する（疑いの高い）外国
人に対して、公安機関による拘置・審査が認められていま
す。
　「（５）司法措置としての身柄拘束」は、主に刑事訴訟法
や民事訴訟法の規定に違反し、人民法院による司法裁判・
執行行為を妨害した人を対象に実施される強制措置です。
よって、これは「司法拘留」とも呼ばれています。例えば、
証拠の偽造と隠蔽（いんぺい）、司法捜査の妨害、執行の拒
否などの情状を有する場合には、人民法院は、最長 15 日の
司法拘留措置を取ることを決定することができます。
　最後に「（６）その他の種類の身柄拘束」は、主に「労働
教養」が挙げられます。治安管理処罰法によると、ポルノ
印刷物の発行や、売春のあっせんと見なされるなどの行為
を繰り返した者に対して、労働教養（強制労働）を命じる
ことができるとされています。しかし、各地方政府の労働
教養管理委員会の決定によって、実施されるため、裁判は
なく、理由があいまいで恣意的解釈の余地が大きいという
面が、一定の批判を受けています。勾留期間は３年以下で
すが、さらに１年間の延長が認められるために、実際は４
年間まで勾留が可能です。
　ニュースにある「拘置所」ですが、中国語では「拘留所」
と呼び、通常前記（３）～（５）のケースにおいて拘置さ
れる場所です。日本で言う「留置場」（逮捕前）と「拘置
所」（逮捕後）は、中国で「看守所」と呼んでいます。
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